
azbil Technical Review 2009年12月発行号

−72− −73−

高温高湿発生技術の研究
Development of Two-ｐressure, Two-temperature Humidity Generator

株式会社　山武 伊藤　力哉
ビルシステムカンパニー Rikiya Itou

株式会社　山武 石塚　保夫
ビルシステムカンパニー Yasuo Ishizuka

湿度，二圧力・二温度法，飽和水蒸気，不確かさ
キーワード

高温高湿領域で湿度計測をするニーズが産業市場などで高まっている。そこで高温環境で湿度センサの特性評価が
できるように，JIS B 7920に規定されている二圧力・二温度法をもとに湿度発生装置を製作した。100℃以上の領域では
飽和水蒸気量が指数的に増加するため飽和状態を作るのが難しい。このため飽和槽の前に前置飽和槽を設置し，空気
に含まれる水蒸気量を操作することによって，湿潤空気を飽和槽に投入し飽和槽の飽和条件を探索した。また，この求
めた飽和条件から，本装置で発生する相対湿度の不確かさについて見積もったので報告する。

The needs for humidity measurement in high-temperature, high-humidity areas are growing in industrial 
markets and other sectors. For this reason, we built a humidity generator based on the two-pressure, two-
temperature method specified in JIS B 7920 to enable evaluation of the properties of a humidity sensor in a 
high-temperature environment. In areas where the temperature is 100°C or higher, it is difficult to create a 
saturation state because the saturated water vapor content increases exponentially. Therefore, a pre-saturation 
chamber is installed before the saturation chamber for controlling the water vapor content in the air, and damp 
air is injected into the saturation chamber for finding the saturation conditions of the saturation chamber. In 
this paper, we present our estimates on the uncertainty of the relative humidity generated by this device from 
these saturation conditions that were found.
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

1．はじめに

湿度センサはオフィスや居住空間の空調用途では15～
35℃程度で多く用いられるが，工業市場を考えた場合，そ
の温度範囲は広く180℃もの高温度領域で使用可能な湿度
センサが存在する。しかし，産業技術総合研究所所有の特
定標準器では露点温度95℃以下となっており，この温度が
基準値の国内最高温度となっている。そのため，95℃
以上の高温度領域での湿度計測は，メーカー各社の技術
に基づく評価装置で得られた精度に依存している。

図１　二圧力・二温度法の原理

そこで，高温度領域での湿度計測の実現にあたって，
150℃高温環境下の湿度センサの特性を評価できるよう，
JISB7920に規定される二圧力・二温度法の原理を用いた湿
度発生装置を，高温・高圧条件下で実現する湿度発生装置
を製作した。

飽和水蒸気を連続的に生成する一般的な方法として， 飽
和槽で空気をバブリングしたり，空気の流れを飽和槽内部の
水面上を走らせることによって飽和水蒸気を生成する。

しかし，100℃以上の高温度領域では指数関数的に飽和
水蒸気量が増加するため，上記の方法では水の蒸発潜熱
の授受により飽和槽の水温が低下し，飽和槽の飽和が不
完全になる。飽和が不完全であると試験槽へ導いた空気
が，実際よりも低い湿度で生成され理論値と一致しない。
そのため，本稿では飽和槽の前に予熱した飽和槽（前置飽
和槽）を設置し，上記の方法に加えてより完全な飽和となる
よう装置を製作した。具体的には前置飽和槽の温度を変化
させ，空気に含まれる水蒸気量を操作し，飽和槽に投入す
ることにより，飽和槽の飽和温度特性を求めた。これを飽
和温度の不確かさとして見積もり，この装置で実現できる
相対湿度の不確かさを見積もった。
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2．二圧力・二温度法の原理

本装置の湿度発生装置の原理はJISB7920に規定される
二圧力・二温度法に基づいている。二圧力・二温度法は産業
技術総合研究所所有の特定標準器で用いられており，精密
な湿度発生装置の原理として用いられる。

二圧力・二温度法は試験槽よりも低い温度にて水蒸気で
飽和された飽和槽内の圧縮空気を圧力膨張弁を介して試
験槽へ送る（図1）。

すると，この時の試験槽内の相対湿度は（1）式から求め
られる。

Uw= Pt f（Ps，Ts） e（Ts） ×100（％）式（1）Ps f（Pt，Tt） e（Tt）
Uw：湿度値（相対湿度）（％RH）
Pt：試験槽圧力　e（Tt）:試験槽の飽和水蒸気圧
Ps：飽和槽圧力　e（Ts）:飽和槽の飽和水蒸気圧
f（p，t）：圧力p，温度t時の増加補正係数

e（t）は水のt℃における飽和水蒸気圧であり， 100℃以上
の飽和水蒸気圧式はJIS Z 8806ではWAGNER-PRUSSの
式で与えられている。

また，fは増加補正係数である。飽和水蒸気圧式で示さ
れる蒸気圧は，水と平衡状態にある水蒸気であり，実際の
湿潤空気では水蒸気分子及び乾燥空気分子相互作用によ
る影響と水への溶解の影響があるためこれを補正する必要
がある（2）。

しかし，増加補正係数は100℃以下でR.W.Hyland
（1975）にて報告されている（1）が，100℃以上の補正値は未知
であるため，（2）式のように本稿ではf≒1とし，増加補正係
数の影響が小さい二温度法で実験を行った。

図2　本装置概略図

Uw= Pt f（P，Ts）e（Ts）×100≒e（Ts）×100 式（2）Ps f（P，Tt） e（Tt） e（Tt）

3．本装置の概略

本装置の概略図を図2に，仕様を表1に示す。
温度設定範囲 50～180℃
湿度生成 ～100％ＲＨを目標
耐圧 ～1MPa

表1　本装置の仕様

飽和槽と試験槽に圧力容器を用い，それらは恒温液槽を
用いて温度を一定に保っている。

加圧された試料空気は，エアドライヤを通ってほぼ
0%RHになり，レギュレータを介してマスフローコントローラ
で流量を制御され，前置飽和槽に導かれる。前置飽和槽は
ヒーターとコントローラで特定の温度に制御され，その中で
試料空気をバブリングしている。

前置飽和槽から排出される空気はヒーターで昇温され，
飽和槽Ⅰに送られる。飽和槽Ⅰは熱交換及び結露した水を
溜める容器として用いている。飽和槽Ⅰから送られる空気
は同じ恒温液槽内にある飽和槽Ⅱで再びバブリングするこ
とにより，飽和水蒸気を生成する。飽和槽で発生した飽和
蒸気を，飽和槽と試験槽をつなぐ経路でヒーターによって
露点温度以上に昇温させ，結露しないように試験槽に導い
ている。試験槽は恒温液槽で温度を一定に保っている。ま
た，試験槽内には温度計，圧力計が取り付けられている。
これらの構成により任意の温湿度環境を作り出している。
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4．飽和槽の評価

4.1　飽和槽温度の確認
飽和の状態とは水から蒸発する水蒸気分子の量と，水に

戻り凝結する気体の水蒸気分子の量が平衡している状態
である。100℃以上の高温度領域では，指数関数的に飽和
水蒸気量が増加するため，水の蒸発潜熱の授受により飽
和槽の水温が低下する。すると，水面の温度における水の
水蒸気圧と水面近傍の空間の水蒸気圧が等しくなくなり，
相対湿度の分布が発生することになる。従って，飽和槽が
飽和状態にあるか確認するために飽和槽の水温と蒸気の
温度差を調査した。飽和槽の蒸気と水の温度に差がなく
なった時，飽和状態と判断できると考え，その状態を作り
だす。

4.2　試験方法
相対湿度分布を推量するために，飽和槽の前に前置飽

和槽を用意する（図3）。前置飽和槽では飽和槽Ⅱよりも高い
温度でバブリングし，空気に水分を含ませた後，飽和槽Ⅱ
に投入する。これにより，飽和槽Ⅱの内部に水分が過剰に
ある状態を作りだす。前置飽和槽をヒーターで加熱し，バ
ブリングする時の温度を操作して，前置飽和槽の設定温度

（Tp）と飽和槽Ⅱ内部の蒸気の温度（T2）と水温（T1）の差
の関係を調査し，飽和槽の水温と蒸気の温度が一致する
範囲を求める。

図3　前置飽和槽と飽和

図3の中のT1，T2に関して次のことが言える。
（a）T1がT2より低くなる領域。飽和槽Ⅱにおいて蒸発が活

発である。
（b）T1よりT2が高くなる領域。飽和槽Ⅱにおいて凝縮熱等

により過熱されている。
（c）.（a）.（b）.の中間
（b）の状態が，飽和槽Ⅱの内部に水分が過剰にある状況で

あると考えられ，（c）が最も飽和状態に近いと考えられ
る。そこで実験では流入する蒸気の温度Tpを操作する
ことにより，でT1，とT2の関係を調査した。

4.3　試験結果
試験条件を表2で示した。図4は前置飽和槽の水温Tpと飽

和槽Ⅱの水温T1と蒸気温度T2の関係を示した結果である。

飽和槽設定温度（恒温液槽） 130℃
試験槽設定温度（恒温液槽） 150℃
飽和槽設定圧力 550kpa
試験槽設定圧力 550kpa
乾燥空気流量 1.0L/min

（試験槽設定相対湿度） （57％RH）
※前置飽和槽操作
前置飽和槽設定温度 128～146℃

表2　試験条件

Tpの温度が128～130℃の範囲で，飽和槽の水温T1が低
下し，それにつられるように気体T2の温度が低下する（a）。
これは飽和槽Ⅱで蒸発が起きているためである。

その後，前置飽和槽温度の上昇に伴って，飽和槽Ⅱの温
度も上昇していくが，途中温度変化が緩やかになる。この
間，T1とT2の温度差がなくなっていく（c）。

前置飽和槽温度の132～136℃付近でその差がなくなり，
138℃以上で飽和槽Ⅰの温度上昇が顕著に現れ，水温と水
蒸気の温度の高低が逆転する（b）。

a 

b 

c 

図4　前置飽和槽と飽和槽の温度の関係

（c）の範囲に飽和点があると考える。水温と蒸気の温度
差（T1-T2）が0になる前置飽和槽の設定条件を求めるため
に，前置飽和槽温度Tpと，水温と蒸気の温度差（T1-T2）
の関係を図5に示した。蒸気温度及び水温の測定には不確
かさがあるため，図5中の各プロットに表3で求めた測定時
の不確かさの幅を示した。
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c a b 

図5　前飽和槽温度と水温－水蒸気の温度差

不確かさの要因 σ（℃） 除数
・校正 0.02887 1.732
・分解能 0.00058 3.464
・補完校正値 0.00000 1
・安定性 0.00808 3.464
・自己加熱 0.00160 1

u（t）=0.060（k=2）
表3　水温－水蒸気の測定時の不確かさ要因

図6　前飽和槽温度と水温,水蒸気の温度

不確かさを考慮した場合，水温（T1）−水蒸気温度（T2）
＝0になる条件は前置飽和槽の設定温度で132～138℃の範
囲にあると推定される。

また，この範囲で飽和温度が，前置飽和槽温度1℃の変
化に対し，飽和槽の水温の勾配は約0.04℃/℃で変化して
いる（図6）。従って前置飽和槽の温度変動は飽和温度の変

動につながることになるが，この領域は前置飽和槽の温度
の振れ幅（±0.1℃程度）に対し最も安定的に飽和温度が得
られる領域でもある。実際（a），（b），（c）の測定時の飽和温
度の安定性は（c）の領域が最も良く，図5で各プロットの不
確かさの幅が小さいのは（c）の領域であり，これは飽和温
度の安定性が良かったことに起因している。そのため，こ
の領域に飽和点があると想定した。

5．相対湿度の不確かさ

二圧力・二温度法による湿度発生装置の相対湿度の相対
標準不確かさは不確かさの伝播則に従って，式（3）のように
表わされる（JIS Z 7920）。

ur（Ps）2+ur（Pt）2+｛（e/e）│ts u（ts）｝2

ur（Uw）= +｛（es/es）│tt u（tt）｝2+ur｛e（ts）｝2

+ur｛e（tt）｝2+ur｛f（Ps，ts）｝2+ur｛f（Pt，tt）｝2

式（3）

ur（Uw）：相対湿度の相対標準不確かさ
ur（Ps）：飽和槽圧力の相対標準不確かさ
ur（Pt）：試験槽圧力の相対標準不確かさ

｛（e/e）│ts u（ts）｝：温度tsの飽和蒸気圧と飽和蒸気圧の導関数の比
｛（e/e）│tt u（tt）｝：温度ttの飽和蒸気圧と飽和蒸気圧の導関数の比
ur｛e（ts）｝：温度tsの飽和蒸気圧式の相対標準不確かさ
ur｛e（tt）｝：温度ttの飽和蒸気圧式の相対標準不確かさ
ur｛f（P，t）｝：圧力p温度t時の増加補正係数の相対標準不確かさ

第5，6項は飽和蒸気圧式の不確かさ，第7，8項は増加
補正係数の不確かさを表す。

本稿の飽和蒸気圧式の不確かさは，IAPWS（国際
蒸気性質協会） “Release on the Skeleton Table 1985, 
The Termodynamic Properties of Ordinary Water 
Substance”に表されている表中のTolerance を用いた。増
加補正係数は未知のため，不確かさの見積もりはこの項を
省略している。

6．不確かさ要因

測定の主な不確かさ要因を表4に示す。
不確かさ要因は①測定システム②試験環境③試験行為

について検討し一覧にした。
①測定システムは測定に用いた精密温度計や圧力計の不

確かさである。②試験環境は，製作した装置固有の特性に
よる不確かさであり，試験槽及び飽和槽内の温度分布，飽
和槽の飽和の不完全さ，温度計の自己加熱影響を考慮し
た。③試験行為については，測定者が試験毎に飽和槽に
給水を行う時の給水レベルと飽和槽の飽和温度への影響
に関する不確かさである。

ここでは，①測定システム及び③試験行為についての詳
細は省略し②試験環境について説明する。
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6.1　飽和槽の温度分布
飽和槽内部では温度分布があり，この温度分布により，

部分的な水蒸気圧分布により，相対湿度の分布が発生する
ことになる。そのため，Tpの設定を133～136℃の範囲で飽
和槽内部の温度分布を調査した。測定点を図7に示す。こ
れらの測定点の4点を同時に測定した。

図8は飽和槽Ⅱの水温と各測定点の温度との差の関係を
示している。飽和槽Ⅱの水温1℃の変化に対して，各測定点
とも飽和槽の水と水蒸気の温度差は約0.3⊿℃/℃（温度差/
水温）で平行に変化している。

相対湿度の算出時の，飽和温度は，これらの測定点の
平均値を用いた。また，飽和槽Ⅱの水温とこれらの測定点
の平均値を一次近似することにより，飽和槽の温度分布の
不確かさとした。

表4　不確かさの要因

図7　飽和槽内部の測定位置
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また飽和槽の温度分布の平均値を飽和温度とした場
合，蒸気温度と水温には若干の偏差が残る。この分の偏
差を水温と水蒸気の温度が一致していない不確かさとして
計上した。

図8　飽和槽水温と飽和槽内部の温度分布

6.2　試験槽の温度分布
試験槽内部の温度分布を調査した。測定点を図9に示

す。これらの測定点を4点同時に測定した。
繰り返し2回の測定により，温度分布は図10のようになった。

図9　試験槽温度分布測定点

試験槽の蓋の近傍で温度が著しく低下しており，また位
置によるばらつきと繰り返し測定のばらつきが大きい。この
付近は，外気の影響をかなり受けていると思われる。さら
に高湿度で計測をする場合，結露する可能性が高いため改
善の必要がある。

相対湿度の算出時の試験槽温度には， 基準温度計とこ
れらの測定点の平均値との偏差を補正して用いた。不確か
さの算出はこれらのすべての測定点を試験槽の温度分布の
不確かさとして見積もった。

図10　試験槽の温度分布

7．相対湿度の不確かさの見積もり

式（3）により相対湿度の不確かさを算出した。その一例
を表5に示す。

150℃-60％RHの測定時，相対標準不確かさは1.7％RH
（k=2）だった。また，各部位の温度，圧力の相対標準不確
かさの寄与率を図11に示す。温度計の自己加熱の影響は，
飽和槽内部，試験槽内部ともに小さく0.1％に満たなかっ
た。最も寄与率が高かったのは，試験槽温度であった。そ
の中でも試験槽の温度分布が大きく含め8割以上を占めて
いる。

これは，試験槽の上部が被測定サンプルを取り付けるこ
とができるようにしており，断熱材で覆っているが，試験槽
の蓋が大気中にさらされているため，試験槽の上部の温度
が低くなる。そのため，上下方向の温度分布が大きくなって
しまった。

しかし，これを改善し試験槽の上部の温度分布を，試験
槽中部，下部と同等にした場合で試算すると，相対標準不
確かさは1.0％RHに減少することが見込まれる。

図11　相対標準不確かさの寄与率
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8．おわりに

本稿では温度150℃圧縮空気550kPa中の湿度発生装置
の不確かさを見積もった結果を報告した。

そのために飽和槽の前に前置飽和槽を設置し，飽和槽内
部の蒸気の温度と水温が一致する前置飽和槽のヒーターの
設定範囲を調査した。次にその範囲で飽和槽の蒸気の温度
分布を調べ，温度分布の平均値から飽和温度を求めた。ま
た温度分布の不確かさ及びその平均値が蒸気と水温が一致
しない分を飽和温度の不確かさに計上した。

試験槽では試験槽の温度分布を求め，本装置で発生し
ている相対湿度とその不確かさを求めた。

その結果，温度150℃圧力550kPa（空気）の環境で湿度
60％RH±1.7%RH（k=2）という結果が得られた。またその
時の寄与率を見ると試験槽の温度分布が最も大きく，不確
かさをさらに小さくするためには試験槽の温度分布を改善
するのがよい。しかし，今回求めた相対湿度は増加補正係数
が不明なため， 550kPaの空気雰囲気中という限定的な相対湿
度である。

表5　試験槽150℃ 60％RH時の相対標準不確かさの見積もり例

今後は圧力レベルを段階的に変化させ，この影響を調べる
とともに，湿度センサ及び露点計の温度，圧力依存性を調査
していく。また，長期安定性の不確かさ等，デ−タの蓄積を
行っていく。
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